
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市立小中学校における教育の情報化整備計画に 

基づくＧＩＧＡスクール構想【改訂】 
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１ はじめに 

 

 Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.０時代に生きる子どもたちにとって、ＰＣ端末は文房具と

並ぶ学用品であり、今や、社会のあらゆる場所でＩＣＴの活用が日常のものとな

っている。 

 この新たな教育の技術革新は、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない

公正に個別最適化された学びや創造性を育む学びに結び付き、特別な支援が必要

な子どもたちの可能性も大きく広げる。 

 これらを受け、令和元年６月に学校教育の情報化の推進に関する法律が施行さ

れ、１２月には安心と成長の未来を拓く総合経済対策として、ＧＩＧＡスクール

構想の実現、ＥｄＴｅｃｈ導入実証事業及び教育現場の課題解決に資するローカ

ル５Ｇの活用モデル構築のための補正予算が閣議決定された。 

 また、令和２年４月には、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、１

人１台端末の早期実現や家庭でも繋がる通信環境の整備の実現等を趣旨とした

補正予算が閣議決定された。 

 本市においても、この機会を逃すことなく、未来を築く子どもたちに有用とな

る教育ＩＣＴ環境の実現はもとより、緊急時における子どもたちの学びを保障で

きる環境の整備に力強く取り組む必要がある。 

 

２ 趣旨 

 

 本市では、国による教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（２０１８～

２０２２年度）を受け、平成３０年１１月に市立小中学校における教育の情報化

整備計画を策定し、地方財政措置による段階的な環境整備に取り組んできたが、

先の補正予算を活用し、教育の情報化を更に加速化するとともに、災害等に起因

した学校休業時における子どもたちの学びの保障を実現することを趣旨に、本計

画を定める。 
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３ 構想の位置付け 

 

 本計画は、教育委員会の総合的な指針である教育振興ビジョンの下位計画に据

え置く市立小中学校における教育の情報化整備計画に示す事業の一部であり、且

つ、市長部局所管のＩＣＴ・ＩｏＴ活用指針と整合を図り策定する。 
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４ 整備年度及び内容 

 

多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学び

を持続的に実現させるため、国による令和元年度補正予算の補助金及び新型コロ

ナウイルス感染症緊急経済対策として令和２年度補正予算で示された補助金を

活用し、高速大容量校内通信ネットワークと情報機器（端末）等の整備を図る。 

 

①校内通信ネットワークの更新及び電源キャビネットの設置 

 国の補助金を活用し、令和２年度に児童生徒１人１台端末を前提とした高速大

容量の通信ネットワークの更新と電源キャビネットの設置を行う。また、インタ

ーネット回線を増強し、１人１台の同時利用率を考慮した通信帯域を確保する。 

 

 学校名 
ネットワーク整備を行

う教室 ※４ 

電源キャビネット 

 ※５ 

１ 田原小学校 ２１室 １７台 

２ 四條畷小学校 ２５室 ２０台 

３ 四條畷南小学校 １０室 ７台 

４ 忍ケ丘小学校 １５室 １３台 

５ 岡部小学校 ２０室 １７台 

６ くすのき小学校 １９室 １４台 

７ 四條畷中学校 １９室 １７台 

８ 四條畷西中学校 １９室 １６台 

９ 田原中学校 １３室 １１台 

合計 １６１室 １３２台 

※４ 対象は児童生徒が通常授業を受けるホームルーム、支援学級（対象の拡充は、今後国の

方針や ICT の活用状況を考慮し、検討を行う） 

※５ 電源キャビネットは、ホームルーム及び職員室に各１台を設置 
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②情報機器（端末）の整備 

 国が示す教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（２０１８～２０２２年

度）に基づく地方財政措置（３クラスに１クラス分）の端末配備と並行し、国の

補助金を活用し、令和３年度から５年度にかけて全児童生徒分と教員用の端末整

備を予定していたが、新型コロナウイルス感染症による学校の臨時休業等の影響

を受け、令和２年度に前倒しして実施する。 

 

 
学校名 

整備数量（※６） 補助金活用

分（※７） 児童生徒用 教員用 合計 

１ 田原小学校 ５３９台 ２１台 ５６０台 ３６７台 

２ 四條畷小学校 ６７０台 ２５台 ６９５台 ３３７台 

３ 四條畷南小学校 １８６台 １０台 １９６台 １３２台 

４ 忍ケ丘小学校 ３９９台 １５台 ４１４台 ２８１台 

５ 岡部小学校 ４８５台 ２０台 ５０５台 ３２７台 

６ くすのき小学校 ４４８台 １９台 ４６７台 ２９７台 

― 
旧四條畷東小学

校 
― ― ― １４９台 

小学校 計 ２，７２７台 １１０台 ２，８３７台 １，８９０台 

７ 四條畷中学校 ６４０台 １９台 ６５９台 ４４９台 

８ 四條畷西中学校 ５７８台 １９台 ５９７台 ３７４台 

９ 田原中学校 ３２７台 １３台 ３４０台 ２３７台 

中学校 計 １，５４５台 ５１台 １，５９６台 １，０６０台 

小・中学校 計 ４，２７２台 １６１台 ４，４３３台 ２，９５０台 

※６ 令和２年５月１日現在の児童生徒数（令和２年度一般会計補正予算（第２号）の要求時

点の数値のため、同時期の確定値とは異なる。） 

※７ 国の算定基準に基づき、令和元年５月１日現在の児童生徒数をもとに算出 
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５ 活用方針 

 文部科学省が示す教育の情報化に関する手引き等を参考に、教員による教材の

提示をはじめとした一斉学習での活用に加え、新学習指導要領に掲げる主体的、

対話的で深い学びの実現に資する協働学習、プログラミング教育の推進、個別学

習に積極的に用いるとともに、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０時代の人材育成を図りた

く、令和２年度中にＩＣＴ活用計画を策定のもと具体な取組みを進める。 

 

６ 教員のスキル向上 

 時代のニーズに対応した学校、とりわけ子どもたちの言語能力、問題発見及び

解決能力等と同様に学習の基盤となる資質能力に位置付けられた情報活用能力

の育成をめざし、教員の果たすべき役割を共有のうえ、ＩＣＴ活用指導力の向上

策を検討し、令和２年度中に教員のフォローアップ計画を取りまとめ、ＰＤＣＡ

サイクルに即した授業実践にあたる。 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度以降 

整

備

内

容 

・小中学校コンピュー

タ教室用端末等の更

新 

・高速大容量校内通信

ネットワークの更新

及び電源キャビネッ

トの設置 

・全児童生徒１人１台

の端末整備 

・インターネット回線

の増強 

・ソフト・ハード両面に係

る環境整備 

取

組

み

内

容 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

・関係団体等と連携した研修実施 

・計画に基づく取組み実践の積み上げ 

・授業実践の定着 

・（仮称）学校におけるＩＣＴ活用計画及び 

教員のＩＣＴ活用指導力研修計画の策定 

 


